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仕様書 

 

１．業務名 

宮古島市農林水産物流通・加工に関する基礎調査業務 

 

２．委託期間 

契約締結の翌日から令和 4年 3月 15 日まで 

※契約締結日は令和 3年 7月中旬頃を想定 

 

３．背景・目的 

（１）本市の特性・産業構造の現状 

本市は、四方を海に囲まれ、広い農地を有する県内でも有数の農林水産業の拠

点地域であり、マンゴーやトウガンについては、生産量県内トップを誇っている。 

現状、本市における農林水産業に関しては、その主な出荷先は、宮古島市外の

市場（域外市場）であり、生産者の多くは、優良な生鮮品を多く出荷することで、

所得向上に努めている。 

多くの農林水産物が地域内で生産される一方で、本市の住民は、その食料のほ

とんどを地域外からの移入食材に頼って生活している。 

現状、農林水産業は、県外出荷時の輸送費に対する補助制度などの政策もあり、

外貨獲得の成果をもたらしている一方で、域外市場における価格変動のほか、直

近では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けており、外部環境の影響を受け

やすい構造を抱えている。また、平成 27（2015）年度以降、本市の入域観光客数

は急増したが、農林水産業への波及効果は限定的であったと考えられ、地域経済

への波及に課題が指摘されている。一方、好調であった観光業も、新型コロナウ

イルス感染症の拡大を受けて、大きな打撃を受けている。加えて、市民の食に関

しては、地域外からの移入に頼っていることにより、近年、顕著となっている自

然災害の影響を度々受けているほか、将来想定されている食料危機等のリスクを

抱えている。これらを踏まえると、現状の外部依存型経済（観光や農林水産物の

島外出荷）と食料の地域外依存という 2つ面で構造的脆弱性を抱えている。 

 

（２）国の政策動向 

農林水産省は、令和 3年 5月に、「みどりの食料システム戦略」を策定した。同

戦略においては、我が国の食料・農林水産業が直面する持続可能性の課題として、

①生産者の減少・高齢化などに対する新技術の社会実装等を通じた労働時間削減

や生産コストの低減、関係人口等を活かした生産力強化、②気候変動による災害

や高温等による収量・漁獲量の減少、病害虫への薬剤防除による影響などに対す
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る生産環境の改善、③新型コロナウイルスの感染拡大に伴う需要の落ち込みやサ

プライチェーンの混乱、テレワーク普及による家庭食や「応援消費」などの消費

の変容など、生産・消費の変化を国産食材の安定供給やサプライチェーンの効率

化に繋げる、という 3点に整理している。その上で、取り組みの観点として、「生

産、加工・流通、消費のサプライチェーン全体について、労力軽減・生産性向上、

地域資源の最大活用、脱炭素化（温暖化防止）、化学農薬・化学肥料の低減、生物

多様性の保全・再生」を掲げている。 

 

（３）本市における方向性 

本市における今後の取り組みにおいては、国の示す持続可能な食料・農林水産

業の方向性を踏まえつつ、本市の経済システムが持つ構造的脆弱性に向き合い、

加工を踏まえた新たな域外市場の開拓と併せて、食料の地産地消による循環型経

済への移行や市民の食を意識した環境調和型の生産と消費をつなぐ新たなサプラ

イチェーン（小さな経済システム）の構築などを組み合わせ、経済と社会、環境

における利益を最大化する「持続可能な宮古島市モデル」のあり方を検討してい

く必要がある。 

拠点産地に認定された農産物や主力となる水産物など、大量生産されている主

要品目における未利用資源の有効活用や新たな販路開拓によって、生産者の所得

向上を図ると同時に、小規模農家や自給的農家などにおいて、少量生産されてい

る品目と総菜販売や配食等をつなぐ新たな流通の仕組みづくりによって、食の安

全・安心、自然環境や風土と調和した食文化の継承、健康増進、担い手の育成や

生きがいづくりなど、様々な社会的効果を創出する可能性があると考えられる。

さらには、地域ならではの食材や食文化が市民生活に根づくことで、観光で訪れ

る方々に対して、地域の魅力として PR することができ、体験等の機会提供など、

新たな関係性を構築することで、観光を持続可能な地域産業へと転換していく可

能性があると考えられる。 

 

（４）本業務の目的 

こうした背景に基づき、本業務は、生産と消費をつなぐ加工・流通部門におけ

る新たな取り組みによって、主要な農水産物における生産拡大や経済循環のポテ

ンシャル、その他の社会的効果等を把握するとともに、具体的な方策を検討する

ことを目的とする。 

 

４．委託業務の内容 

 本業務は、公募型プロポーザル方式にて、受託事業者を選定する予定であるこ

とから、具体的な内容に関しては、事業者の企画提案の内容を踏まえて実施する



3 
 

ことを想定する。下記に掲げた項目は、基本的な調査・業務内容として想定し、

その手法についての提案を評価対象とするが、「３．背景・目的」を踏まえて、よ

り効果的と考えられる調査や業務に関して、項目自体を追加提案することも可能

とし、評価の対象とする。 

 

（１）生産・加工・消費の実態調査 

農水産物に関する生産や加工・流通、販売・消費に関する実態調査を行う。 

市民や観光客が消費している食材について、域外調達によってどの程度の規

模で経済が流出しているか、概略的に把握する。また、このうち、市内におけ

る生産・加工によって、域内調達に転換可能と思われる経済規模についても、

概略的に把握する。（サンプリング調査からのシミュレーション等も可能とす

る） 

生産については、規格外等の生産物の活用や供給の調整など、加工や流通等

の取り組みにより、生産者の所得向上の可能性と経済規模を概略的に把握する。 

また、生産と消費の実態について、概略的な把握を行った上で、今後、詳細

を把握する場合に必要となる調査手法について、検討・提言を行う。 

 

（２）全体利益の最大化に関する調査・検討 

①域外市場、②地域内における市民消費、③観光消費の3つの市場を想定し、

地域経済・社会・環境の全体の利益を最大化することを目的として、それぞれ

の市場ごとの施策の方向性（最適解）を見極めるため、市の状況をある程度把

握した上で、市の生産力や市場のニーズに合わせて生産品目や生産量について、

最適化するツールの検討を行う。 

 

（３）施策の方向性とシナリオの検討に対する助言・支援 

（２）の検討結果を踏まえ、全体利益の最大化に必要となる施策の方向性と

シナリオについて、宮古島市における検討に対する助言・支援を行う。 

 

（４）KPI に係る調査方法に関する検討 

（３）によりシナリオの考え方で導き出された仮説（最適解）に基づいて、

今後、施策のKPIを設定することを念頭に、経済的効果や社会的効果について、

KPI としてデータを把握するために適した調査方法について検討する。 

 

（５）その他 

本業務においては、調査・分析を主な内容としていることから、市担当者と

の打ち合わせは、一定程度の頻度で行うことを想定するが、委員会形式での議
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論等は想定していない。 

本業務は、令和4年度事業を含む今後の施策検討の基礎調査となることから、

当初予算要求に向けて、9月下旬から 10月上旬頃に、宮古島市に対して、調査

の中間報告を行う。 

業務の成果物については、調査報告書の冊子を 5部（A4 用紙に印刷し、綴じ

たものを想定）および電子データでの納品のほか、契約書に定める必要書類（実

績報告書および添付書類）を提出するものとする。 

 

５．知的財産の取扱い 

 委託業務により生じた著作権等の知的財産権は、原則として委託元である宮古島

市に帰属する。 

 納品物の情報については、調査業務後に様々な形で活用する可能性があるため、

第三者の情報を活用する場合には、全ての情報の出典元または著作者及び使用許諾

の有無について明記すること。 

 

６．その他留意事項 

（１）委託業務の対象経費は、次のとおりとする。 

①人件費 

②直接経費（報償費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、広告料、使用料

及び賃借料、再委託費、その他必要と認められる費目） 

③一般管理費（原則として（人件費＋直接経費－再委託費）の 10％以内とし、合理

的・客観的に必要性を示すことができる場合に限り、10％を超えた比率

について、協議に応じる。 

④消費税 

 

（２）本業務は、概算契約にて実施する。 

 

（３）受託者は、業務の遂行にあたって、委託者と緊密な連携をもって行わなければな

らない。 

 

（４）本業務の契約にあたっては、企画提案の採択後、契約に向けた協議を行い、本仕

様書と企画提案内容を踏まえて、実際の業務内容を確定する。 

 

以上 


